








貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
令和 5年    
     3月31日

令和 6年    
     3月31日

令和 5年    
     3月31日

令和 6年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 未払金

有価証券 支払備金

たな卸資産 未払費用

未収金 保管金等

未収収益 前受金

未収（再）保険料 前受収益

前払費用 未経過（再）保険料

貸付金 賞与引当金

運用寄託金 政府短期証券

その他の債権等 公債

貸倒引当金 借入金

有形固定資産 預託金

国有財産（公共用
財産を除く）

責任準備金

土地 公的年金預り金

立木竹 退職給付引当金

建物 その他の債務等

工作物

機械器具

船舶

航空機

建設仮勘定

公共用財産

公共用財産用地

公共用財産施設

建設仮勘定

物品

その他の固定資産 負 債 合 計

無形固定資産 ＜資産・負債差額の部＞

出資金 資産・負債差額

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計

資 産 合 計
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(注1) 資産の部の現金・預金（本会計年度65.3兆円）は、年度末時点の実際の保有残高に出納整理期間における現金・預金の出
　　納を加減した金額である（年度末時点の政府預金残高は15.7兆円、外貨預金残高は19.5兆円である）。 
(注2) 国が保有する資産には、国において直接公共の用に供する目的で保有している公共用財産のように、売却して現金化する
　　ことを基本的に予定していない資産が相当程度含まれている。このため、資産・負債差額が必ずしも将来の国民負担となる
　　額を示すものではない点に留意する必要がある。 
(注3) 負債の部の公債(本会計年度1,164.2兆円)については、基本的に将来の国民負担となる普通国債残高(1,059.1兆円)のほ 
　　か、財政投融資特別会計等の公債残高を含み、国の内部で保有するものを相殺消去している(55ページの｢③公債の明細｣ 

　　参照)。



業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 令和 4年 4月 1日) (自 令和 5年 4月 1日)

(至 令和 5年 3月31日) (至 令和 6年 3月31日)

人件費

賞与引当金繰入額

退職給付引当金繰入額

基礎年金給付費

国民年金給付費

厚生年金給付費

国家公務員共済組合連合会等交付金

保険料等交付金

失業等給付費

育児休業給付費

雇用安定等給付費

その他の社会保障費

（再）保険費等

公共用施設整備費等

持続化給付金等

補助金等

委託費等

地方交付税交付金等

資金援助交付費

運営費交付金

庁費等

公債事務取扱費

その他の経費

減価償却費

責任準備金繰入額

貸倒引当金繰入額

支払利息

為替換算差損益

公債償還損益

資産処分損益

出資金等評価損

本年度業務費用合計
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資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 令和 4年 4月 1日) (自 令和 5年 4月 1日)
(至 令和 5年 3月31日) (至 令和 6年 3月31日)

　前年度末資産・負債差額

　本年度業務費用合計

　財源

　　租税等財源

　　その他の財源

　資産評価差額

　為替換算差額

　公的年金預り金の変動に伴う増減

　その他資産・負債差額の増減

　本年度末資産・負債差額
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区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 令和 4年 4月 1日) (自 令和 5年 4月 1日)

(至 令和 5年 3月31日) (至 令和 6年 3月31日)

　業務収支

１　財源

租税等収入

その他の収入

前年度剰余金受入

資金からの受入（予算上措置されたもの）

財源合計

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費

恩給給付費

基礎年金給付費

国民年金給付費

厚生年金給付費

国家公務員共済組合連合会等交付金

保険料等交付金

失業等給付費

育児休業給付費

雇用安定等給付費

その他の社会保障費

（再）保険費等

公共用施設整備費等

持続化給付金等

補助金等

委託費等

地方交付税交付金等

運営費交付金

貸付けによる支出

出資による支出

庁費等の支出

その他の支出

資金への繰入（予算上措置されたもの）

業務支出（施設整備支出を除く）合計

(2)施設整備支出

公共用財産用地に係る支出

公共用財産施設に係る支出
- 4 -



その他の施設整備支出

施設整備支出合計

業務支出合計

業務収支

　財務収支

公債の発行による収入

公債の償還による支出

政府短期証券の発行による収入

政府短期証券の償還による支出

借入による収入

借入金の返済による支出

リース・ＰＦＩ債務の返済による支出

預託金利息

利息の支払額（預託金利息を除く）

公債事務取扱に係る支出

資金からの受入

資金への繰入

財務収支

本年度収支

資金からの受入（決算処理によるもの）

資金への繰入（決算処理によるもの）

翌年度歳入繰入

特別会計に関する法律第４７条第１項の規定による借換国債収
入額

翌年度歳入繰入の預託金への運用

翌年度歳入繰入の預託金以外への運用

収支に関する換算差額

資金本年度末残高

その他歳計外現金・預金本年度末残高

国庫余裕金の繰替使用

本年度末現金・預金残高
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